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1．　 は じめ に

　これ まで 多 くの 災害 教 訓 を踏 ま えて、災害対策基本法

を は じ め と した 各種 法令 の 改 正 や制 定 が 実 施 され て い る．
特 に災 害か ら国 民 の 安全を確保 しなけれ ば な らな い 消防

におい て は、大量の 救助部隊等が集中的 に応援出動で き

る よ うに、県内広 域応援協定 や 緊急 消 防援 助 隊 に係 わ る

基本針画な どが策定 されで い る。
　 しか し なが ら、2004隼の 新 潟 県 中越地 震の 対応実態か

らみ て もわ か る よ うに、局地的な被害に 対 して は、発災

直後か ら大 量の 部 隊 を
一

斉に被災地に 派遣 し、早期 に人

命救助等の 活動態勢 を整 え る に は有 効 で あ るが 、合理 的

な部 隊 運 用が 図 られ た と言 い が た い
り

。 今 後 の 広域 かっ

多発被害を伴 う大 規模 災害 に 対 して、限 られた 資源 の 有

効 利用 を 図 るた め 、すべ て の 事案 に あ ら ゆ る部隊 を投入

す る の で は な く、活 動事案別 の 需要量に応 じた部隊の 要

訥 ・纒 成 ・投入 を行 う必 要 が あ る。
　また、消防活動の み ならず、．

災害対応 の 最前線で あ る

市 町 村 に とっ て 、特 に防 災担 当者の 多 くが 専門職員で は

ない に もか か わらず、応援要請や救 援物資の 調達 ・配 布

な ど非 常 に重 要 な意思決 定の 貨 務 を負わ され る 現状を 考

え る と、発 災 直 後 か ら様 々 な対 策 にお け る所要人員 ・資
機材及 び 所 要 時 間の 把握 （以 下需 要 量 と略 称 ） が必 要 と

な る こ とは 自明 で あ る。こ れ らの 需要量は 被災の 様楓

程度、被災地の 規模及び 立地 条件等 々 の 要 因 に よっ て 変

化す る もの で あ り、その 影響要因及び 影響程度を 明 らか

に した うえで 、 災 害 対 応 需 要量 の推舒 手 法を確立 す る こ

とが 求め られる。

2． 研究の視点

　災害時 の 救助活動 の 進 捗状況 や 効率 が 直接 人命 に影響

す る こ とや 他の 重要 な応急対 策活動 に 大ぎな影響 を与 え

る こ とか ら、本研 究 は 「閉 じ込 め」 事 案 に対 す る救 助 活

動 を中 心 に 検 射す る こ とに す る 。 また 、本 来 な らば救 助

の 流れ は図 1 の よ うに なる
2）が、本研 究 は救 助活動 に闃

す る基 礎 資料 を得 るた め、消防救助隊員 の 現場で の 活 動

開始 （図 1の 「現場 へ の 侵入 亅 ） か ら、活 動終了 （図 1
の 「脱 出 亅 ） ま で を 研 究 範囲 と しす る 。 さ らに、よ り汎

用 な推 計 手法 の 確 立を図 るため、本研究で は 自然災害の

み ならず、人為事故 に よ る様 々 な 「閉 じ込 め 亅救助活動

も対象 と して 取 り扱 うこ とにす るc
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図1 救助の 流れ
2》
及び本稿取り扱う救 助活勦 の 範囲

3．　 既往研究と本研究の 目的

　消防活動を含ん だ 災害対策に 必 要な労力や所要時間に

関す る調 査 研 究 が 積極的に行わ れ る よ うに なっ た の は、
阪 神淡路大 震 災 以後で あ る 。 例 えば、国 の 防災関係機関、
南 関東 地 域及 び 兵 庫県 下 の 地 方 公 共 団 体 な ど の 協 力 の も

とで救助 ・医療 ・被災者救援などの 応急対策に っ い て の

定 量化に 関 す る鯛 査
3）が 行 われ て きた。しか し、救助 活

動の 需要 跫に つ い て は、単に統計的に 整理 して い るた め、
よ り深 く立 ち 入 っ た 考 察、た とえば 災 害種別、被害状況 、
救助人数等 との 関連で の 分析 とい う視 点 が欠 如、あ るい

は 充 分 で な い た め 、今後 発 生 し うる様 々 な災窖に お け る

需要 量 推 計 の た め の 基 礎 資料 と しての 有効利 用 は難 しい 。
ま た、阪神 淡路大 震 災 に お け る 救助 活 動 の 所要 労 力 や所

要 時間 に っ い て の 詳 細な 分析 を行っ た 研究
4）もあ る が、

説明変数 の 不足等に よ D、精度の 良い 推 定が で きて い な

い 。以 上 の い ずれ もが 特定の 震災デ
ータ をもとに 検討 し

た もの で あ るた め、汎 用 性の あ る推定手 法の 確 立が で き

て い ない 。そ こ で 、本研 究は 以 下 の こ とを 目 的 とす る。
　i）　 特 定な 災 害 事例 に と らわれ ず、過 去 lo年 以 内の

　　　 消 防活 動事例 か ら、活 動 に 必 要 な労力、資機材、
　　　 所 要 時間 とそ れ らを規定す る 要 因 との 関 係 を 明

　 　 　 らか にす る a

　 ii）　 i｝で 得 られ た 関係を用 い て 、 救 助活 動 の 応 援 要 請、
　　　 最適 な 部隊 編成、投入 な どの 指 針を 検討 し た う

　　　 え で、災害時 の 意思決定支援となる シ ス テ ム 開

　　　 発 につ な げ て い く。

　本稿 は上 紀 の i｝に 着 目 し、全国の 消防本部を対象 と し

て過 去 10 年 以 内の 救助 活 動記 録 につ い て調 査 した結果

の
一
部を報告する もの で ある。
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4．　 救助活動の 定義

　 〔1 ）　 救助 活 動 ：本研究で は 、救助活動を要 した原

　　因に とらわれず、火災による要救助者や、建物 ・エ

　　レ ベ ーター・車 内 な どに閉 じ込 め られ た者、また 倒

　 壊 建物 の 下 敷きにな っ た者を、生死 を問わず 1人 以

　 上 救助 し た 場 合 を 「救 助活 動 亅 と して 定 義 して い る。
　　よ っ て 、出 動 の み で活 動せ ず に 引き揚げた事例な ど

　　は、本研究で は 「救助活動」 か ら除外 した 。

　 （2 ）　救助 活 動所 要 人員 ：救助を行 っ た人 員 は、管

　　轄内の 消防隊員 ま た は 消防団員以外 に 、 管轄外 の 消

　　防 関係 者 や 警察等 の 他 機 関 関係 者及 び活 動 に 関与 し

　　た住民なども救助所要人員とし て 取 り扱 う。

　　（3 ）　 救 助 活 動 所 要 時間 ：複数の 部 隊 に よ り 救助 活

　　動 を行 う場合 が少なくない た め、本研究で は、最 も

　　早 く現場 に到着 した 部 隊の 現着時 間か ら、要 救助 者

　　を救出した 後最も遅 く引き揚 げ た部隊 の 完了時 問ま

　　で を 「救 助活 動の 所 要 時間」 とする。

5．　 調査概要

　  圏査 目的 ： 閉 じ込 め に よる救助 活 動に 必要 な人 員、
　　　資機材 、 所要時 聞とそ れ らを規定 す る要因 との 鬨

　　　係 を解明 し た うえで 、 定量 的推計手 法を確 立す る。
　  　調査対象 二全 国計 861 消防本部に対 して、過去 10

　　　年以 内 に 各自の 管轄地 城内で 発 生 した 閉 じ 込 め に

　　　 よ る 救 助 活 動記 録 か ら、大 ・中 ・小規模別 の 最新

　　　なもの を 2〜3 件を記入 し て もら うように し た．
　  鯛査内容 ：嬲 査票 は 2 部構成 となっ て お り、そ の

　　　 1 は 事故種別、発 生 時間、場所、天候、建 物属性、
　　　事故 の 概要、救出 人 数、生 存 ・負傷状況等、活 動

　　　 の 需 要 量 に影 響 を与 え る で あ ろ う と考え られ る要

　　　因に 関す る 設問群で あ り、そ の 2 は 救助活動 に関

　　　する覚知 方法、出 動 した車両名 、 台 数、人 員数、
　　　及 び 各部 隊 （車 両》 の 覚知 ・出場 ・藐着 ・活動 開

　　　始 ・終 了 ・引揚等の 時刻、使用 した機材及 び活動

　　　 の 概 要等 、需要 量の 算定 に 関す る設 問 群 で あ る。

　   醐査期間 ：2005年 7月 1 日〜7月 22日

　  　配 布
・
回収方法 ：彝送及び 電子 メ

ー
ル

　   回収隼 ： S9％ （回 答 した 消防本部数 765 、そ の う

　　　 ち、該当事 案な しの 本 部 数 は 67）、
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図 2　救助 活 動を要 した 災害種別
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6．　 調査結果 の概要

　上 述 の 髑 査 で 回 収 した 活 動記 録 3223 件 を用 い て 、以

下の 6．1・−6．3 の 基本集計を行 っ た e また、6．4〜7．2 に

お い て は．考 察 に必 要 なデータが 不 明 な肥 録 を分 析対 象

データか ら除外 し、計 1685 件の 活動配録データに基 づ

き、分析を行 っ た。
　6．1 救助 活 動を要 した事故 種別

　図 2 は今回 の 調査 にお け る救助活動を要 した 事散種別

の 集計結果 を示 す。事故種 別 の 分類は 既 存の 救助 活 動記

録票 に基づ くもの で ある。そ の 中、 「建物に よる事敖亅

とは 、建 物 ま た は建 物 に付 帯す る施設 の 倒 壙 に よる事 故、
建 物 等 に 閉 じ込 め られ 、 或 い は挟 まれ る事 故 等 を い う。
「機 械 に よ る 事故亅 とは 、エ レ ベ ーターや そ の 他 の 建設

機械、工 作機械等に よる事故 を い う。そ の 他の 事故とは、
具 体 に掲 げ た 事 故 以 外 の 事 故 （労災 等 ｝ で 、消 防 機関 に

よ る 救助を必 要 した もの をい う。 図 2 か ら、交通事故に

よ る救助活 動記 録 が 大半 を 示 してお り、自然 災害に よ る

救助 活動 は 全体の 5％に すぎない こ とが わ か る。

　 さらに、自然災窖の 内駅 をみ て み る と、図 3に示 され

図4 活動記録に お け る事故 の 発生 年

る よ うに 、風 水 害及 び 土 砂 災害 に 関す る も の が 殆 ど

（85％〕で あ り、地震に 関する もの は 5％の 7件 しか得

られ な か っ た。
　6．2　活動記録に おける事故の 発生年

　図 4 は回 収 した 活 動肥 録にお ける事敖 の 発 生年 の ヒ ス

トグ ラム 及び 累積相対度数分布 を示 す。 本調査 で は過去

10年以 内に発 生 した もの 中か ら最新なもの を記 入 す る よ

うに 脱明 したた め の 結果で は あるが、約 S5％の 活動記録

は過 去 5 年 （20eo〜2005）以 内に 発 生 した もの で あ るこ

とがわ か る。従 っ て 、今後、本研 究 に関 す る鮮 細 な分 析

を行 う際 に、 関連資料 に 関する最新なもの を 用 い るこ と

は適切で ある とい える。
　6．3 都道府県ごとに 回収 した記録件数
　図 5 は 都道府県ご との 活 動 記録数 とそ れ ぞれ の 人 ロ 数

を併せ て示 した もの で ある。6．2 で述 べ た 理 由 で、人 ロ

数は最新の 国勢鯛査 （2000年｝ データ
s｝
か ら抽出 した も

の で あ る。こ の 図か ら救助活 動 記録 数 は都道府 県 によ っ

て 大 き く異な る が、人 口 規模 を考え て みた 場合、今回 の
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調査で 回収 した記録は 分祈資料 と して 大 きな地域的偏 り

を持 た な い もの で あ る と考え られ る。　（注 ；東京都の 消防

組織 は特殊 で ある た め、図 5で は除外 した）

　6．4 救 出人数
　 図 6 は 事敵 種別 ご との 救出人数の 割合を示 す。自然災

害 の ば らっ きが比 較 的 大 き い の に 対 して、それ 以 外 の す

べ て の 霧数 に お い て ．救出人数が 1 人で あ る 場合 が 圧倒

的 に 多 くな っ て い る 。

　 6，5　救助活動に 必要な卑爾及び 台数

　隅 7 は 事 故種 別 ご とに使 用 した各車両の 頻度を示 す。
tそ の 他亅 に つ い て は、照朋車、ク レ ー

ン 車、資機材搬

送 車、梯子 車な どが挙 げ られ て い た。事故種別に よっ て 、
そ れぞれの 車両の 隣用頻度の 絶対餓は若 干変動 して い る

が 、オーダー的に 見 た場 合に概ね 同 様な傾向 が 見 られ た。
従 っ て 、図 7 に 示 され る割合で 所要車 両名 及び そ れ ぞれ

の 台 数 を 大 ま か に推誹で き る と考え られ る。
　図 8 は事 敖種別 ごとの 所 要 車両 台数 の 相対度数分 布 を

示 す。こ の 図 か ら、 「火 災亅 に 対す る 所要 車 両 白数 の ば

らつ きが 特 に 大きい こ とが わか る。火災の 延 焼状況など

に よ り需要量 が 大 き く変動 す る こ とが考 え られ るた め、
今後更 なる詳 細な要 因 分析が必要 で ある。
　 6．5　必要な人員数

　 図 9は 車両 1台あた りの 必要人数の 相対度数分布を示

す。 これ を 見る と、車両種 別 に よっ て．
’
必 要人 員数 は グ

ル
ープ 化 され て い る こ とが わ か る。例 え ば、 昿 報、指

揮 、
パ トカー

亅 は 1台 あた り2人、　 「救急、調 査、化 学

車 亅 は 1台 あた り 3 人 、　r水槽、救助 、工 作車亅 は 1台

あ た り 4人の 割合が特に 高い 傾向が 見られ る。こ こ で の

必 要人 員 数 は、消 防 隊員 ま たは 消防 団 員 以外 に、警 察 や

住民住民な ど も含ま れ るた め 、 ば らつ きはみ れ ら るが、
今後 車両 ごとの 人 員数に 対する詳細な分析を行 うこ とに

よ り 、 よ り精度の 高い 結果 が期 待 で き る と考 え られ る。
　 6．6 救助活動の 所要時冏

　 図 IOは 救助活 動 璽件あた りの 所要 時間の 相対度数の

分布 を 示す 。 こ の 図 か ら、救助 所 要時 間 は 最 小値 で あ る

1分か ら最大値で あ る 960分まで 、時間の 幅は非常に 大

きい が 、 「白然 災窖亅 以外の 事故に 対 し て、ほ ぼ 80％ の

劇合で 1時間以 内に救助活 動を亮 了 して い た こ とが わか

る 。 自然 災害 の 救 助所 要 時間 が特 に大 きい 理 由 と して 、
以 下の こ とが考え られ る 。

　　（1 ）　 人為事 故 よ り、 自然災害 現場 の 規模 が 比 較 的

　　　　　 大 きく、ま た図 6 か らも分か る よ うに、自然

　　　　　 災 害 に は 要救助 人数 が 比 較的多い た め 、多 く

　　　　　 の 人 員 と時 間 を要 する性 質を持っ て い る c

　　 （2》　 自然災害時で は、人員、資機材の 不 足 が問題

　　　　　 と して 多 く指 摘 され て お り、そ れ も多くの 時

　　　　　 間を婆 した一
要因として 考え られ る。

　 以 上 か ら、救 助所 要 時間 と要 救出入 数、出動人 員 数 と

の 関係の 分析が 必 婁 とな ると ともに 、 今後自然災賓に お

け る救助 所要時間 の 影 響要 因 にっ い て、詳 細分析を行 う

必 要が あ る と考え られ る。 以下か ら 、 本 研 究で 得 られ た

資料をもとに 、救出人斂 と救助所要時 間の 関係、出動隊

員 数 と救助所 要 時間 の 関係 を検討 して み る。

7．　 救助所要時間の影響婁因につ いての考察

　 7．1　璽救助人数と救助所要時間の 関係
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図6　事故 種別 ごとの 救出人 数の 割合
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図 7　搴 故 ごとの 各種卑両の 使用頻度

1  馬

麟

鵬

嶋

瓢

偽

　 り　　　 ’　　　サ　　　む 　　　11　　 Is　　 le　　 21　　 ぬ 　　　n

図8　 救 助 活 動 1件 あ た りの 所 要車 両 台 数
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　要 救 助 人 数 と救助所 要 時間 の 関 係 を 考 察す るた めに、
救助人数別 の 救助所要時間の 累積相対度数分布を図 11

に示 す。救助人 数 の 増加 に伴 っ て 救 助 所要 時間 がの び る

傾向が 見 られ る。本 研 究で得 られ た データの 多く は風 水

害及び土砂災害 で あるた め、1 箇所あた り比較的多くの

救助者 が い た こ とで 、図 10 に示 され る よ うに、比 較的

多 くの 救助時間を要 した 結果 となっ た こ とが考えられ る。
一方、4 人 以上 を救助 す る 場 合 に 必 ず し も多 くの 時 間を

要 した とは い えず、そ の 理 由にっ い て s 今後 さ らに詳細

な 考察 が必 要で あ る 。

　7．2　出動人員数と救助所要時間の 関係

　出動人員数と救助所要時間の 関係を考察する た め に、
出 動 人 員数 ご との 救助所 要 時間の 累積相対 度数分布 を図

12に示 す。この 図より、出動人員が 増加す る と救助所要

時 間が 増加 す る傾 向 がみ られ る 。 こ の よ うな 結 果 に な る

原因 として 、多くの 人員が出動 して い る事案は、救助活

動 が困 難 で あ る現 場 で あ り、多 くの 時 間 を必 要 と した こ

とが考えられる。また、21人以上 が出動 した場合に 、所

要時間 の ば らっ きも大 き くな り、 よ り多 くの 饗因 が係 っ

て い る こ とが予 想 される。今後鮮細な分析を行 う必要が

ある。

8．　 ま とめ

　本研究 で は、過去 10年間の 消 防 に よる救 助活 動 記 録

に 関す る調 査 と基本集計 を行 い 、そ の データを 基に、救

助活動 の 所要時間等につ い て 検討を行 っ た 。 結果 を ま と

め る と、以 下の とお りで ある。
　（1 ） 救助活 動 を要 した事 故の 殆 どは 交 通事故 に よ る

　　　　閉 じ込 め で あ り、風 水害 ・土砂被窖を中心 と し

　　　　た 自然災害に よ る救 助 活 動 は全 体の 5％に すぎ

　　　　なか っ た。
　（2 》 今回 の 調 査 で 得 られ た データ は大 きな 地 域的偏

　　　　 り を持た ない た め 、今後の 詳細な分析に よ b．
　　　　汎 用 性 の あ る推 計 手 法 の 確 立が 期待 で き る。
　 （3 ｝ 事 故種 別 に よ っ て 、車 両 種 別 の 使 用 頻度 の 絶 対

　　　　値 は若干 変動 して い る が 、オ
ー

ダ
ー

的に 見た 場

　　　　合 に概 ね 同様 な傾 向 が 見 られ た 。火 災 に つ い て

　　　　は、延焼状況 な どに よ り台 数な どの 需 要 量 が大

　　　　 き く変動する こ とが 考 え られ る た め、今後更な

　 　 　 　 る鮮 細 な 要 因分 析 が必 要 で あ る。
　 （4 》 必 要人員数は、車両種別 に よ っ て グル ープ 化 さ

　　　　れ て い る傾向 が見 られ た。
　 （5 ） 救助所要時間の 幅は非常 に大 きい が 、　 「自然災

　　　　 害 1 以 外 の 事 故 に対 して、ほぼ 80％ の 割 合で 1

　　　　時間以内に救助活動を完了 して い た 。

　 （6 ） 救 助所 要 時 間 は救助 人 数 及 び 出 動 人員 の 増加 に

　　　　伴っ て 増加 する傾向が み られ た 。

　今後 、 以上 の 基本的 な集計及 び 考察結果 に基づ き、鮮

細 な 分析を行い 、特に 救助所要時 間の 規定 要因 につ い て

検肘 を 行 っ た うえ で、需 要 量推計手 法の 確立 を図 る予 定

で あ る。
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図 11　 救助 人 数別 の 救助所要 時間の 累積相対度数分布
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